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でんさいのご利用の際の留意事項について 

新 旧 

 

項目 ご注意いただきたいこと 利用規定等の記載 

４ ．

利 用

形態 

当社が提供する法人版インタ

ーネットバンキング「りそな

ビジネスダイレクト（Web照

会・振込サービス）」のご契約

が必要になります。 

利用規定 第９

条 

 

 

項目 ご注意いただきたいこと 利用規定等の記載 

４ ．

利 用

形態 

当社が提供する法人版インタ

ーネットバンキング「関西み

らいビジネスダイレクト

（Web照会・振込サービス）」

のご契約が必要になります。 

利用規定 第９

条 
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関西みらい銀行 電子記録債権 利用規定 

新 旧 

2024 年 7 月 1日 

第２章 当社のサービス内容等 

第４条（サービス利用時間） 

１.本サービスのサービス時間は、当社別サービスである「り

そなビジネスダイレクト利用規定」にて定める所定の時間内と

します。また、当社が所定する日および時間帯は、当社のホー

ムページその他の方法によりお知らせします。 

２. 当社の都合により前項に規定する利用可能日・利用可能時

間はいつでも変更できるものとし、変更にあたっては、事前に

当社のホームページその他の方法によりお知らせします。 

 

第３章 利用者 

第９条（本サービスの利用方法等） 

１.当社は、前条第６項の審査の結果、本サービスの利用を承

諾した場合には、利用者登録の手続が終了しますと登録結果を

記載した「手続完了のお知らせ」（以下、「お知らせ」といいま

す。）を発送します。「お知らせ」に記載のお取扱開始日より「り

そなビジネスダイレクト」にて本サービスの利用が可能となり

ます。 

２.「お知らせ」等の確認・保管 

利用者は、本サービスを利用する前に、「でんさいネット業務規程」

に定める事項について、「お知らせ」および利用申込書（お客さま控）

により確認することとし、本サービス利用期間中において利用

者は「お知らせ」を利用申込書（お客さま控）とともに厳重に

保管するものとします。 

３.付帯契約の締結 

平成 23年 11月改訂前の銀行取引約定書を締結している融資お

取引がある利用者は、第６ 章に定める融資のサービスご利用の

有無に関わらず、「銀行取引約定書（変更契約用）」等を当社へ提

出するものとします。 

４．本サービスを利用するには、別途「りそなビジネスダイレ

クト」の契約が必要です。また、「りそなビジネスダイレクト」

の利用には当社所定の手数料がかかります。 

５．利用者が本サービスを利用する際または電子記録の請求に

必要な情報提供を行う際、当社は利用者から都度提示を受ける

「りそなビジネスダイレクト」のログインＩＤ、ログインパス

ワード、電子証明書および承認パスワード（本サービスの初回

利用時に利用者が設定）（以下、「パスワード等」といいます。）を、

あらかじめ利用者が当社に届け出ているパスワード等と比較

して一致することを確認することにより、利用者確認を行いま

す。一致を確認した場合、本サービスは、利用者の真正な意思

に基づいて正当に利用されたものとみなします。 

６．パスワード等は大変重要な情報です。利用者は、パスワー

ド等の管理、使用について全ての責任を持つものとし、理由の

如何を問わず第三者に開示しまたは使用させてはならないも

のとします 

７．当社は、利用者のパスワード等使用上の過誤、管理不十分

または第三者による不正使用等に起因して利用者が損害を被

った場合でも、その損害につき一切責任を負わないものとしま

す。前項により、他の利用者、当社およびでんさいネットに生

じた損害は、利用者が賠償責任を負うものとします。 

８．利用者のパスワード等が第三者に知られた場合、またはそ

のおそれのある場合、利用者は当社所定の時間内に電話により

当社に届け出てください。届出の受付により、当社は「りそな

ビジネスダイレクト」の利用を停止します。本サービスの利用

を再開するには、当社に連絡のうえ、所定の手続をとってくだ

さい。 

９．パスワード等は、当社所定の方法により変更が可能です 

10．本サービスの利用について、届け出られた承認パスワードと異

なる入力が当社の任意に定める回数連続して行われた場合、その

承認パスワードは無効になります。承認パスワードの再設定を

行う場合には、当社に所定の書面（パスワード再設定依頼書）

の提出が必要となる場合がありますので、その手続をとってく

ださい。 

2023 年 1 月 10 日 

第２章 当社のサービス内容等 

第４条（サービス利用時間） 

１.本サービスのサービス時間は、当社別サービスである「関

西みらいビジネスダイレクト利用規定」にて定める所定の時間

内とします。また、当社が所定する日および時間帯は、当社の

ホームページその他の方法によりお知らせします。 

２. 当社の都合により前項に規定する利用可能日・利用可能時

間はいつでも変更できるものとし、変更にあたっては、事前に

当社のホームページその他の方法によりお知らせします。 

 

第３章 利用者 

第９条（本サービスの利用方法等） 

１．当社は、前条第６項の審査の結果、本サービスの利用を承

諾した場合には、利用者登録の手続が終了しますと登録結果を

記載した「手続完了のお知らせ」（以下、「お知らせ」といいま

す。）を発送します。「お知らせ」に記載のお取扱開始日より「関

西みらいビジネスダイレクト」にて本サービスの利用が可能と

なります。 

２.「お知らせ」等の確認・保管 

利用者は、本サービスを利用する前に、「でんさいネット業務規程」

に定める事項について、「お知らせ」および利用申込書（お客さま控）

により確認することとし、本サービス利用期間中において利用

者は「お知らせ」を利用申込書（お客さま控）とともに厳重に

保管するものとします。 

３．付帯契約の締結 

平成 23年 11月改訂前の銀行取引約定書を締結している融資お

取引がある利用者は、第６ 章に定める融資のサービスご利用の

有無に関わらず、「銀行取引約定書（変更契約用）」等を当社へ提

出するものとします。 

４．本サービスを利用するには、別途「関西みらいビジネスダ

イレクト」の契約が必要です。また、「関西みらいビジネスダ

イレクト」の利用には当社所定の手数料がかかります。 

５．利用者が本サービスを利用する際または電子記録の請求に

必要な情報提供を行う際、当社は利用者から都度提示を受ける

「関西みらいビジネスダイレクト」のログインＩＤ、ログイン

パスワード、電子証明書および承認パスワード（本サービスの

初回利用時に利用者が設定）（以下、「パスワード等」といいます。）

を、あらかじめ利用者が当社に届け出ているパスワード等と比

較して一致することを確認することにより、利用者確認を行い

ます。一致を確認した場合、本サービスは、利用者の真正な意

思に基づいて正当に利用されたものとみなします。 

６．パスワード等は大変重要な情報です。利用者は、パスワー

ド等の管理、使用について全ての責任を持つものとし、理由の

如何を問わず第三者に開示しまたは使用させてはならないも

のとします 

７．当社は、利用者のパスワード等使用上の過誤、管理不十分

または第三者による不正使用等に起因して利用者が損害を被

った場合でも、その損害につき一切責任を負わないものとしま

す。前項により、他の利用者、当社およびでんさいネットに生

じた損害は、利用者が賠償責任を負うものとします。 

８．利用者のパスワード等が第三者に知られた場合、またはそ

のおそれのある場合、利用者は当社所定の時間内に電話により

当社に届け出てください。届出の受付により、当社は「関西み

らいビジネスダイレクト」の利用を停止します。本サービスの

利用を再開するには、当社に連絡のうえ、所定の手続をとって

ください。 

９．パスワード等は、当社所定の方法により変更が可能です 

10．本サービスの利用について、届け出られた承認パスワードと異

なる入力が当社の任意に定める回数連続して行われた場合、その

承認パスワードは無効になります。承認パスワードの再設定を

行う場合には、当社に所定の書面（パスワード再設定依頼書）

の提出が必要となる場合がありますので、その手続をとってく

ださい。 
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11．利用者は、当社が定める方法により登録した自己の従業員

等（以下、「利用担当者」といいます）のみを介して利用者とし

て本サービスを利用することができるものとし、利用者の 責

任において利用担当者に本規定を遵守させ、その利用に関する

責任を負うものとします。 
 

第１２条（強制解約） 

１．当社は、次項の規定に基づき、本サービスを強制解約でき

るものとします。 

２．利用者に以下の各号の事由が一つでも生じた場合、当社か

ら事前に通知することなく、本サービスを解約できるものとし

ます。なお、当該措置の対象となるのは、利用者が当社と締結

している全ての利用契約について、同項の措置を適用します 

（１）「でんさいネット業務規程」に定める利用契約の締結要

件に該当しないことが判明した場合 

（２）債務者利用停止措置に係る事由の繰り返し、または「で

んさいネット業務規程」および本規定に繰り返し違反、もしく

は違反した状態が継続する等、でんさいネットおよび当社の運

営を損なう行為があった場合 

（３）破産手続または清算手続等の倒産手続が開始された場

合、または、債務整理に関して裁判所の関与する手続を申し立

てた場合 

（４）住所変更の届出を怠る等、利用者の責めに帰すべき事由

により利用者の所在が不明な場合 

（５）公序良俗に違反する行為を行った場合 

（６）利用者が決済口座として指定している預金口座またはり

そなビジネスダイレクトの利用契約が強制解約された場合 

（７）利用者が死亡した場合 

（８）支払うべき所定の手数料の未払い等が発生した場合 

（９）本規定に基づく届出事項について、虚偽の事項を通知し

たことが判明した場合 

（１０）その他、でんさいネットまたは当社が解約措置を行う

に足る相当の事由が生じたと判断した場合 

（１１）利用者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった

時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、

総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という。）

に該当すること、または次のいずれかに該当することが判明し

た場合 

①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有す

ること 

②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関

係を有すること 

③自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第

三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等

を利用していると認められる関係を有すること 

④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与する

などの関与をしていると認められる関係を有すること 

⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と

社会的に非難されるべき関係を有すること 

（１２）でんさいネットと当社が「でんさいネット業務規程」

に定める業務委託契約を解除する場合 

３．解約は、でんさいに係る保証債務を含め、利用者に係るで

んさいの消滅が確定した時に行います。なお、でんさいが存続

する間の利用については、新たな融資申込およびでんさいの譲

受が停止されるほか、利用者による記録請求は「でんさいネッ

ト業務規程」に規定する範囲に制限します。なお、当社での解

除手続きが完了次第、当社所定の方法で利用者へ、その旨通知

します。ただし、当該通知については当社所定の基準により省

略することができるものとします。 

４．当社が利用制限の通知を届出の住所にあてて発信した場合

に、その通知が利用者の受領拒否、転居先不明等の理由により

利用者に到着しなかったときは、通常到達すべきときに到達し

たものとみなします。 

 

 

11．利用者は、当社が定める方法により登録した自己の従業員

等（以下、「利用担当者」といいます）のみを介して利用者とし

て本サービスを利用することができるものとし、利用者の 責

任において利用担当者に本規定を遵守させ、その利用に関する

責任を負うものとします。 

 

第１２条（強制解約） 

１．当社は、次項の規定に基づき、本サービスを強制解約でき

るものとします。 

２．利用者に以下の各号の事由が一つでも生じた場合、当社か

ら事前に通知することなく、本サービスを解約できるものとし

ます。なお、当該措置の対象となるのは、利用者が当社と締結

している全ての利用契約について、同項の措置を適用します 

（１）「でんさいネット業務規程」に定める利用契約の締結要

件に該当しないことが判明した場合 

（２）債務者利用停止措置に係る事由の繰り返し、または「で

んさいネット業務規程」および本規定に繰り返し違反、もしく

は違反した状態が継続する等、でんさいネットおよび当社の運

営を損なう行為があった場合 

（３）破産手続または清算手続等の倒産手続が開始された場

合、または、債務整理に関して裁判所の関与する手続を申し立

てた場合 

（４）住所変更の届出を怠る等、利用者の責めに帰すべき事由

により利用者の所在が不明な場合 

（５）公序良俗に違反する行為を行った場合 

（６）利用者が決済口座として指定している預金口座または関

西みらいビジネスダイレクトの利用契約が強制解約された場

合 

（７）利用者が死亡した場合 

（８）支払うべき所定の手数料の未払い等が発生した場合 

（９）本規定に基づく届出事項について、虚偽の事項を通知し

たことが判明した場合 

（１０）その他、でんさいネットまたは当社が解約措置を行う

に足る相当の事由が生じたと判断した場合 

（１１）利用者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった

時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、

総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という。）

に該当すること、または次のいずれかに該当することが判明し

た場合 

①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有す

ること 

②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関

係を有すること 

③自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第

三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等

を利用していると認められる関係を有すること 

④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与する

などの関与をしていると認められる関係を有すること 

⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と

社会的に非難されるべき関係を有すること 

（１２）でんさいネットと当社が「でんさいネット業務規程」

に定める業務委託契約を解除する場合 

３．解約は、でんさいに係る保証債務を含め、利用者に係るで

んさいの消滅が確定した時に行います。なお、でんさいが存続

する間の利用については、新たな融資申込およびでんさいの譲

受が停止されるほか、利用者による記録請求は「でんさいネッ

ト業務規程」に規定する範囲に制限します。なお、当社での解

除手続きが完了次第、当社所定の方法で利用者へ、その旨通知

します。ただし、当該通知については当社所定の基準により省

略することができるものとします。 

４．当社が利用制限の通知を届出の住所にあてて発信した場合

に、その通知が利用者の受領拒否、転居先不明等の理由により

利用者に到着しなかったときは、通常到達すべきときに到達し

たものとみなします。 
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第１９条（相続時利用承継） 

１. 利用者が死亡した場合、第 12 条２項７号の規定に関わら

ず、被相続人に係るでんさいが   消滅するまで、「でんさいネ

ット業務規程」に規定する記録請求等に限り、相続人代表者は

利用継続を行うことができるものとします。なお、被相続人に

係るでんさいの消滅が確定した段階で当社は利用契約を解約

します。解約に際し、相続人への通知を省略できるものとしま

す。 

２.前項に係る取扱いを依頼する際は、相続人代表者は相続人

全員の同意を得た相続時利用継続に係る所定の書面（相続時利

用継続届等）に利用者死亡を証する書面、相続人確認用書面、

印鑑証明書、その他当社が指定する書面を添付し、当社に提出

するものとします。当社は、相続時利用継続に係る手続き完了

次第、相続人代表者に当社所定の書面にて通知します。 

３. 相続時利用継続に際して、相続人代表者による「りそなビ

ジネスダイレクト」の契約は必須としません。「りそなビジネスダ

イレクト」の契約がない場合、各種記録請求等は所定の書面を当社に

提出し行うこととし、当社は当該電子記録請求結果を当社所定の方法

で通知します。なお、各種記録請求等を行う都度、当社所定の

手数料を支払うものとします。 

 

第４章 電子記録通則 

第２１条（電子記録の請求・受付） 

１. 利用者がでんさいネットに対し電子記録の請求をする場

合、第９条の定めのとおり、「りそなビジネスダイレクト」を利

用し、当社へ請求する方法により行うものとします。 

２. 利用者は、記録請求を受けた当社およびでんさいネット

が、その事務を処理するのに合理的な範囲で日時を要する場合

がある点を了承したうえ、これにより損害が生じることがあっ

ても責任追及ができないことを承諾するものとします。 

３. 第 22 条第 2 項に定める特定記録機関変更記録の請求につ

いては、利用者が提携記録機関に行うこととします。 

４. 第 22 条第 2 項に定める特定記録機関変更記録の請求に関

する事項については、「でんさいネット業務規程」および提携

記録機関の定めによるものとします。 

 

第２３条（電子記録の請求制限等） 

１. 利用者は、当社に対して、次の各号に定める電子記録の請

求を行うことができません。 

（１）でんさいネットの休業日を記録日とする電子記録 

（２）信託の電子記録（信託の受託者としての利用） 

（３）その他、「でんさいネット業務規程」および本規定に定める制限

に違反する電子記録  

２． 利用者から当社への請求は、本規定に定める業務時間内に限られ

るものとし、当社が特に認め た場合を除き、当該業務時間外の当社へ

の請求は、受け付けられないものとします。  

３．利用者は、第 11 条に従い、電子記録の範囲を制限またはその解除

ができるものとします。 

４. 利用者は、「許可先」として指定した利用者（他金融機関の利

用者を含む）以外からの、第 25 条以降で定める、発生記録請

求、譲渡記録請求（譲渡記録に随伴する保証記録請求を 含む）、

単独の保証記録請求を拒否する機能（以下、「指定許可機能」といい

ます。）を利用 することができます。指定許可機能の利用にあ

たっては、申込書面等にその旨を記載したうえで、利用者が「り

そなビジネスダイレクト」にて「指定先」の登録を行うものとし

ます。 

 

第２４条（電子記録の通知） 

１. 第 21 条の電子記録の請求または官公署の嘱託に伴うでん

さいネットの電子記録があった   場合には、当該電子記録の内

容について、当社を通じて利用者へ通知（電子メール等）する

ものとします。なお、電子メールにて通知する場合、「りそなビ

ジネスダイレクト」に登録のある利用担当者のメールアドレス

あてに行います。予約による記録請求の場合は、原則、当該記録

請求した予約時点に登録のある利用担当者のメールアドレスあてに通

知します。 

第１９条（相続時利用承継） 

１. 利用者が死亡した場合、第 12 条２項７号の規定に関わら

ず、被相続人に係るでんさいが   消滅するまで、「でんさいネ

ット業務規程」に規定する記録請求等に限り、相続人代表者は

利用継続を行うことができるものとします。なお、被相続人に

係るでんさいの消滅が確定した段階で当社は利用契約を解約

します。解約に際し、相続人への通知を省略できるものとしま

す。 

２.前項に係る取扱いを依頼する際は、相続人代表者は相続人

全員の同意を得た相続時利用継続に係る所定の書面（相続時利

用継続届等）に利用者死亡を証する書面、相続人確認用書面、

印鑑証明書、その他当社が指定する書面を添付し、当社に提出

するものとします。当社は、相続時利用継続に係る手続き完了

次第、相続人代表者に当社所定の書面にて通知します。 

３. 相続時利用継続に際して、相続人代表者による「関西みら

いビジネスダイレクト」の契約は必須としません。「関西みらいビ

ジネスダイレクト」の契約がない場合、各種記録請求等は所定の書面

を当社に提出し行うこととし、当社は当該電子記録請求結果を当社所

定の方法で通知します。なお、各種記録請求等を行う都度、当

社所定の手数料を支払うものとします。 

 

第４章 電子記録通則 

第２１条（電子記録の請求・受付） 

１. 利用者がでんさいネットに対し電子記録の請求をする場

合、第９条の定めのとおり、「関西みらいビジネスダイレクト」

を利用し、当社へ請求する方法により行うものとします。 

２. 利用者は、記録請求を受けた当社およびでんさいネット

が、その事務を処理するのに合理的な範囲で日時を要する場合

がある点を了承したうえ、これにより損害が生じることがあっ

ても責任追及ができないことを承諾するものとします。 

３. 第 22 条第 2 項に定める特定記録機関変更記録の請求につ

いては、利用者が提携記録機関に行うこととします。 

４. 第 22 条第 2 項に定める特定記録機関変更記録の請求に関

する事項については、「でんさいネット業務規程」および提携

記録機関の定めによるものとします。 

 

第２３条（電子記録の請求制限等） 

１. 利用者は、当社に対して、次の各号に定める電子記録の請

求を行うことができません。 

（１）でんさいネットの休業日を記録日とする電子記録 

（２）信託の電子記録（信託の受託者としての利用） 

（３）その他、「でんさいネット業務規程」および本規定に定める制限

に違反する電子記録  

２． 利用者から当社への請求は、本規定に定める業務時間内に限られ

るものとし、当社が特に認め た場合を除き、当該業務時間外の当社へ

の請求は、受け付けられないものとします。  

３．利用者は、第 11 条に従い、電子記録の範囲を制限またはその解除

ができるものとします。 

４. 利用者は、「許可先」として指定した利用者（他金融機関の利

用者を含む）以外からの、第 25 条以降で定める、発生記録請

求、譲渡記録請求（譲渡記録に随伴する保証記録請求を 含む）、

単独の保証記録請求を拒否する機能（以下、「指定許可機能」といい

ます。）を利用 することができます。指定許可機能の利用にあ

たっては、申込書面等にその旨を記載したうえで、利用者が「関

西みらいビジネスダイレクト」にて「指定先」の登録を行うもの

とします。 

 

第２４条（電子記録の通知） 

１. 第 21 条の電子記録の請求または官公署の嘱託に伴うでん

さいネットの電子記録があった   場合には、当該電子記録の内

容について、当社を通じて利用者へ通知（電子メール等）する

ものとします。なお、電子メールにて通知する場合、「関西みら

いビジネスダイレクト」に登録のある利用担当者のメールアド

レスあてに行います。予約による記録請求の場合は、原則、当

該記録請求した予約時点に登録のある利用担当者のメールアドレスあ

てに通知します。 
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２. 当社およびでんさいネットは、前項の通知を当社所定の方法によ

り行った場合には、当該通知の遅延または不達により利用者に生

じた損害について、当社またはでんさいネットに故意または重

過失がある場合を除き、責任を負わないものとします。 

３. 利用者は、「りそなビジネスダイレクト」により、第25 条以降で

定める、発生記録・譲渡記録・分割記録について、でんさいネ

ットが定める標準フォーマットを作成し、記録請求の種類ごと

に複数の請求を一括して、でんさいネットに送信できる機能

（以下、一括記録請求といいます。）を利用することができます。

ただし、一括記録請求により送信したデータを一括して取り消

すことはできません。 

４. その他の取引内容の通知、確認等は「でんさいネット業務

規程等」に従うものとします。 

 

第５章 電子記録の請求および記録に関する事項 

第２５条（発生記録の請求） 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める発生記録の請求を

行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「りそなビジネスダイレクト利用規定」にて定める所定

の時間外の請求 

 

第２６条（発生記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを債務者または債権者とするでんさ

いの発生記録の請求を受けるものとします。 

２. 利用者は、発生記録を行おうとする日の午後３時までに、

当社に対して、「りそなビジネスダイレクト」を利用して、発

生記録に必要な情報を提供することにより、当社に発生記録の

請求を行います。なお、当日付の記録請求のほか、記録請求日

の翌銀行営業日から記録請求日の１ヶ月後応答日までの期間

の日付を指定した予約による記録請求を可能とします。 

３. 前項の規定によりでんさいネットにて発生記録を行った

場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当該

でんさいの債権者および債務者へ、当該でんさいの内容につい

て通知（電子メール等）を行います。 

４. 発生記録請求の撤回について、以下の通りとします。 

（１）債務者請求方式の場合、債務者は発生記録請求を撤回す

ることはできません。ただし、予約による記録請求の場合は、

電子記録指定日が到来するまでは、債権者による譲渡 の予約

等、他の記録請求がなされた場合を除き、記録請求者による単

独での予約の撤 回をできるものとします。 

（２）債権者請求方式の場合、債権者は発生記録請求を撤回す

ることはできません。ただし、予約による記録請求の場合は、

電子記録指定日が到来するまでに、すでに債務者が発生に承諾

または否認した場合を除き、記録請求者による単独での予約の

撤回を可能とします。 

５. 発生記録請求に異議のある場合の手続は、以下の通りとし

ます。 

（１）債務者請求方式の場合、利用者は、当該でんさいの債権

者として、第３項の通知を受領した場合は、その通知または開

示請求により内容の確認を行い、内容に異議等がある場合には、

「でんさいネット業務規程」に基づき、記録日を含め５銀行営業日（記

録日を含め当該電子記録がされることとなる債権記録の支払期日の

3 銀行営業日前の日までの期間が 4 銀行営業日以内の場合には、当

該支払期日の 3 銀行営業日前の日）以内に、当社を通じ、でんさ

いネットに対し当該電子記録を削除する旨の変更記録の請求

をすることができるものとします。また、予約による発生記録

においては、電子記録指定日が到来するまでの期間は、債権者

が単独で予約を否認することができるものとします。 

（２）債権者請求方式の場合、利用者は、当該でんさいの債務

者として、第 3項の通知を受領した場合は、その通知または開

示請求により内容の確認を行い、内容に異議等があ る場合には、

「でんさいネット業務規程」に基づき、承諾依頼通知日を含め５銀行営

業日以内に、当社を通じ、でんさいネットに対し否認する、もしくは回

答をしないもの とし、この場合、当該でんさいは発生しないものとし

２. 当社およびでんさいネットは、前項の通知を当社所定の方法によ

り行った場合には、当該通知の遅延または不達により利用者に生

じた損害について、当社またはでんさいネットに故意または重

過失がある場合を除き、責任を負わないものとします。 

３. 利用者は、「関西みらいビジネスダイレクト」により、第25 条以

降で定める、発生記録・譲渡記録・分割記録について、でんさ

いネットが定める標準フォーマットを作成し、記録請求の種類

ごとに複数の請求を一括して、でんさいネットに送信できる機

能（以下、一括記録請求といいます。）を利用することができま

す。ただし、一括記録請求により送信したデータを一括して取

り消すことはできません。 

４. その他の取引内容の通知、確認等は「でんさいネット業務

規程等」に従うものとします。 

 

第５章 電子記録の請求および記録に関する事項 

第２５条 発生記録の請求 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める発生記録の請求を

行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「関西みらいビジネスダイレクト利用規定」にて定める

所定の時間外の請求 

 

第２６条（発生記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを債務者または債権者とするでんさ

いの発生記録の請求を受けるものとします。 

２. 利用者は、発生記録を行おうとする日の午後３時までに、

当社に対して、「関西みらいビジネスダイレクト」を利用して、

発生記録に必要な情報を提供することにより、当社に発生記録

の請求を行います。なお、当日付の記録請求のほか、記録請求

日の翌銀行営業日から記録請求日の１ヶ月後応答日までの期

間の日付を指定した予約による記録請求を可能とします。 

３. 前項の規定によりでんさいネットにて発生記録を行った

場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当該

でんさいの債権者および債務者へ、当該でんさいの内容につい

て通知（電子メール等）を行います。 

４. 発生記録請求の撤回について、以下の通りとします。 

（１）債務者請求方式の場合、債務者は発生記録請求を撤回す

ることはできません。ただし、予約による記録請求の場合は、

電子記録指定日が到来するまでは、債権者による譲渡 の予約

等、他の記録請求がなされた場合を除き、記録請求者による単

独での予約の撤 回をできるものとします。 

（２）債権者請求方式の場合、債権者は発生記録請求を撤回す

ることはできません。ただし、予約による記録請求の場合は、

電子記録指定日が到来するまでに、すでに債務者が発生に承諾

または否認した場合を除き、記録請求者による単独での予約の

撤回を可能とします。 

５. 発生記録請求に異議のある場合の手続は、以下の通りとし

ます。 

（１）債務者請求方式の場合、利用者は、当該でんさいの債権

者として、第３項の通知を受領した場合は、その通知または開

示請求により内容の確認を行い、内容に異議等がある場合には、

「でんさいネット業務規程」に基づき、記録日を含め５銀行営業日（記

録日を含め当該電子記録がされることとなる債権記録の支払期日の

3 銀行営業日前の日までの期間が 4 銀行営業日以内の場合には、当

該支払期日の 3 銀行営業日前の日）以内に、当社を通じ、でんさ

いネットに対し当該電子記録を削除する旨の変更記録の請求

をすることができるものとします。また、予約による発生記録

においては、電子記録指定日が到来するまでの期間は、債権者

が単独で予約を否認することができるものとします。 

（２）債権者請求方式の場合、利用者は、当該でんさいの債務

者として、第 3項の通知を受領した場合は、その通知または開

示請求により内容の確認を行い、内容に異議等があ る場合には、

「でんさいネット業務規程」に基づき、承諾依頼通知日を含め５銀行営

業日以内に、当社を通じ、でんさいネットに対し否認する、もしくは回

答をしないもの とし、この場合、当該でんさいは発生しないものとし
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ます。また、予約による発生記 録においては、電子記録指定日が到来

するまでの期間は、すでに債務者が発生に承諾、または否認した場合を

除き、記録請求者による単独での予約の撤回を可能とします。 

６. 前項１号の削除する旨の変更記録の請求に伴い、でんさい

ネットにて当該変更記録を行った場合、当社は、遅滞なく、で

んさいネットの依頼に基づき当該でんさいの債権者および債

務者へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を

行います。 

 

第２７条（譲渡記録・分割記録の請求） 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める譲渡記録および分

割記録の請求を行うことができません。なお、第 28 条におい

て、譲渡記録請求に分割記録請求を含むものとします。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「りそなビジネスダイレクト利用規定」にて定める所定

の時間外の請求 

（３）保証記録の請求が伴わないもの、ただし、当社が特に認

めた場合を除く 

（４）分割記録の場合、譲渡記録が伴わないもの 

（５）当社を譲受人とした直接の譲渡記録請求（分割記録請求

を含む）、ただし、融資申込に伴う場合を除く 

 

第２８条（譲渡記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを譲渡人とするでんさいの譲渡記録

の請求を受けるものとします。なお、譲渡記録とともに保証記

録の請求も行う必要があります。 

２. 利用者は、譲渡記録を行おうとする日の午後３時までに、

当社に対して、「りそなビジネスダイレクト」を利用して、譲

渡記録に必要な情報を提供することにより、当社に譲渡記録の

請求を行います。なお、当日付の記録請求のほか、記録請求日

の翌銀行営業日から記録請求日の１ヶ月後応答日までの期間

の日付を指定した予約による記録請求を可能とします。 

３. 前項の規定によりでんさいネットにて譲渡記録を行った

場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき、当

該でんさいの譲渡人および譲受人へ、当該でんさいの内容につ

いて通知（電子メール等）を行います。 

４. 譲渡記録請求を撤回することはできません。ただし、予約

による記録請求の場合は、電子記録指定日が到来するまでは、

他の記録請求がなされた場合を除き、記録請求者による単独で

の予約の撤回をできるものとします。 

５. 利用者は、第３項の当該でんさいの譲受人として、当該通

知を受領した場合は、その通知または開示請求により内容の確

認を行い、内容に異議等がある場合には、「でんさいネット業

務規程」に基づき、記録日を含め５銀行営業日（記録日を含め

当該電子記録がされることとなる債権記録の支払期日の 3 銀

行営業日前の日までの期間が 4 銀行営業日以内の場合には、当

該支払期日の 3 銀行営業日前の日）以内に、当社を通じ、でん

さいネットに対し当該電子記録を削除する旨の変更記録の請

求をすることができるものとします。また、予約による譲渡記

録においては、電子記録指定日が到来するまでの期間は、譲受

人が単独で予約を否認することができるものとします。 

６. 前項の削除する旨の変更記録の請求に伴い、でんさいネッ

トにて当該変更記録を行った場合、当社は、遅滞なく、でんさ

いネットの依頼に基づき当該でんさいの譲渡人および譲受人

へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を行い

ます。 

 

第２９条（口座間送金決済以外の支払等記録の請求） 

１. 利用者は当社に対して、次の各号に定める支払等記録の請

求を行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「りそなビジネスダイレクト利用規定」にて定める所定

の時間外の請求 

（３）債権者の請求の場合、支払期日の２銀行営業日前から前

ます。また、予約による発生記 録においては、電子記録指定日が到来

するまでの期間は、すでに債務者が発生に承諾、または否認した場合を

除き、記録請求者による単独での予約の撤回を可能とします。 

６. 前項１号の削除する旨の変更記録の請求に伴い、でんさい

ネットにて当該変更記録を行った場合、当社は、遅滞なく、で

んさいネットの依頼に基づき当該でんさいの債権者および債

務者へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を

行います。 

 

第２７条（譲渡記録・分割記録の請求） 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める譲渡記録および分

割記録の請求を行うことができません。なお、第 28 条におい

て、譲渡記録請求に分割記録請求を含むものとします。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「関西みらいビジネスダイレクト利用規定」にて定める

所定の時間外の請求 

（３）保証記録の請求が伴わないもの、ただし、当社が特に認

めた場合を除く 

（４）分割記録の場合、譲渡記録が伴わないもの 

（５）当社を譲受人とした直接の譲渡記録請求（分割記録請求

を含む）、ただし、融資申込に伴う場合を除く 

 

第２８条（譲渡記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを譲渡人とするでんさいの譲渡記録

の請求を受けるものとします。なお、譲渡記録とともに保証記

録の請求も行う必要があります。 

２. 利用者は、譲渡記録を行おうとする日の午後３時までに、

当社に対して、「関西みらいビジネスダイレクト」を利用して、

譲渡記録に必要な情報を提供することにより、当社に譲渡記録

の請求を行います。なお、当日付の記録請求のほか、記録請求

日の翌銀行営業日から記録請求日の１ヶ月後応答日までの期

間の日付を指定した予約による記録請求を可能とします。 

３. 前項の規定によりでんさいネットにて譲渡記録を行った

場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき、当

該でんさいの譲渡人および譲受人へ、当該でんさいの内容につ

いて通知（電子メール等）を行います。 

４. 譲渡記録請求を撤回することはできません。ただし、予約

による記録請求の場合は、電子記録指定日が到来するまでは、

他の記録請求がなされた場合を除き、記録請求者による単独で

の予約の撤回をできるものとします。 

５. 利用者は、第３項の当該でんさいの譲受人として、当該通

知を受領した場合は、その通知または開示請求により内容の確

認を行い、内容に異議等がある場合には、「でんさいネット業

務規程」に基づき、記録日を含め５銀行営業日（記録日を含め

当該電子記録がされることとなる債権記録の支払期日の 3 銀

行営業日前の日までの期間が 4 銀行営業日以内の場合には、当

該支払期日の 3 銀行営業日前の日）以内に、当社を通じ、でん

さいネットに対し当該電子記録を削除する旨の変更記録の請

求をすることができるものとします。また、予約による譲渡記

録においては、電子記録指定日が到来するまでの期間は、譲受

人が単独で予約を否認することができるものとします。 

６. 前項の削除する旨の変更記録の請求に伴い、でんさいネッ

トにて当該変更記録を行った場合、当社は、遅滞なく、でんさ

いネットの依頼に基づき当該でんさいの譲渡人および譲受人

へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を行い

ます。 

 

第２９条（口座間送金決済以外の支払等記録の請求） 

１. 利用者は当社に対して、次の各号に定める支払等記録の請

求を行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「関西みらいビジネスダイレクト利用規定」にて定める

所定の時間外の請求 

（３）債権者の請求の場合、支払期日の２銀行営業日前から前
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日の請求 

（４）債務者または保証人等（以下、「支払者」といいます。）の請求

の場合、支払期日の６ 銀行営業日前から前日の請求 

２. 支払期日前における支払等記録請求は、支払者による全額

弁済後に行うものとします。 

３. 前項の保証人による支払等記録請求は、債務者の破産手続

開始決定もしくは、その他当社が認めた場合に当社所定の方法

で行うものとします。 

４. 支払期日後における支払等記録請求は、債務者からの返済

を除き全額返済後に行うものとします。 

５. 利用者による支払等記録請求の際、当社は弁済の事実の確

認義務はないものとします。 

６. 強制執行等の記録がされた後の支払等記録請求に関して

は、当社に所定の書面（支払等記録請求書等）を提出すること

で受付するものとします。 

７. 第１項の第３号および第４号等の「でんさいネット業務規

程」で定める、支払等記録請求を受付できない期間で、当事者

間で決済を行った場合は、第 44 条に定める口座間送金決済の

中止依頼を行う等、当事者間で必要措置を行うものとします。 

 

第３０条（口座間送金決済以外の支払等記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを債権者または支払者とするでんさ

いの支払等記録の請求を受けるものとします。なお、保証人の

場合は、債務者の同意が必要となる場合があります。 

２. 利用者は、支払等記録を行おうとする日の午後３時まで

に、当社に対して、「りそなビジネスダイレクト」を利用して、

支払等記録に必要な情報を提供することにより、当社に支払等

記録の請求を行います。 

３. 前項の規定によりでんさいネットにて支払等記録を行っ

た場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当

該でんさいの債権者および支払者へ、当該でんさいの内容につ

いて通知（電子メール等）を行います。 

４. 支払者による支払等記録請求の場合、前項の通知を受領し

た債権者は、その通知の確認を行い、承諾する場合には（また

は異議ある場合には）、「でんさいネット業務規程」に基づき、記録

日を含め５銀行営業日以内に、当社を通じ、でんさいネットに

対し当該電子記録を承諾する通知（または否認する通知）をす

ることができるものとします。なお、前記の期間内に承諾また

は否認のいずれの通知も行なわなかった場合、否認の意思表示

がなされたものとみなします（みなし否認）。 

５. 前項の支払等記録の請求に伴い、でんさいネットにて当該

支払等記録を行った場合（または否認・みなし否認となった場

合）、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当該で

んさいの債権者および支払者へ、当該でんさいの内容について

通知（電子メール等）を行います。 

 

第３１条（変更記録の請求） 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める変更記録の請求を

行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「りそなビジネスダイレクト利用規定」にて定める所定

の時間外の請求、ただし当社に所定の書面を提出する必要があ

る場合を除く 

 

第３２条（変更記録に関する手続） 

１. 変更記録の請求はでんさい上の債権者、債務者以外の利害

関係人がいる場合、その全員の同意を得たうえで行うものとし

ます。 

２. 前項の変更記録を請求する場合には、利用者の代表者は変

更する記録事項について、その変更内容を当社に所定の書面

（変更記録請求書等）で提出するものとします。 

３. でんさい上の利害関係人が債権者と債務者しかいない場

合、「でんさいネット業務規程」に定める変更記録の請求を行

う場合、当社は、利用者が自らを債権者または債務者とするで

んさいの変更記録の請求を次項の方法にて受けるものとしま

日の請求 

（４）債務者または保証人等（以下、「支払者」といいます。）の請求

の場合、支払期日の６ 銀行営業日前から前日の請求 

２. 支払期日前における支払等記録請求は、支払者による全額

弁済後に行うものとします。 

３. 前項の保証人による支払等記録請求は、債務者の破産手続

開始決定もしくは、その他当社が認めた場合に当社所定の方法

で行うものとします。 

４. 支払期日後における支払等記録請求は、債務者からの返済

を除き全額返済後に行うものとします。 

５. 利用者による支払等記録請求の際、当社は弁済の事実の確

認義務はないものとします。 

６. 強制執行等の記録がされた後の支払等記録請求に関して

は、当社に所定の書面（支払等記録請求書等）を提出すること

で受付するものとします。 

７. 第１項の第３号および第４号等の「でんさいネット業務規

程」で定める、支払等記録請求を受付できない期間で、当事者

間で決済を行った場合は、第 44 条に定める口座間送金決済の

中止依頼を行う等、当事者間で必要措置を行うものとします。 

 

第３０条（口座間送金決済以外の支払等記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを債権者または支払者とするでんさ

いの支払等記録の請求を受けるものとします。なお、保証人の

場合は、債務者の同意が必要となる場合があります。 

２. 利用者は、支払等記録を行おうとする日の午後３時まで

に、当社に対して、「関西みらいビジネスダイレクト」を利用

して、支払等記録に必要な情報を提供することにより、当社に

支払等記録の請求を行います。 

３. 前項の規定によりでんさいネットにて支払等記録を行っ

た場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当

該でんさいの債権者および支払者へ、当該でんさいの内容につ

いて通知（電子メール等）を行います。 

４. 支払者による支払等記録請求の場合、前項の通知を受領し

た債権者は、その通知の確認を行い、承諾する場合には（また

は異議ある場合には）、「でんさいネット業務規程」に基づき、記録

日を含め５銀行営業日以内に、当社を通じ、でんさいネットに

対し当該電子記録を承諾する通知（または否認する通知）をす

ることができるものとします。なお、前記の期間内に承諾また

は否認のいずれの通知も行なわなかった場合、否認の意思表示

がなされたものとみなします（みなし否認）。 

５. 前項の支払等記録の請求に伴い、でんさいネットにて当該

支払等記録を行った場合（または否認・みなし否認となった場

合）、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当該で

んさいの債権者および支払者へ、当該でんさいの内容について

通知（電子メール等）を行います。 

 

第３１条（変更記録の請求） 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める変更記録の請求を

行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「関西みらいビジネスダイレクト利用規定」にて定める

所定の時間外の請求、ただし当社に所定の書面を提出する必要

がある場合を除く 

 

第３２条（変更記録に関する手続） 

１. 変更記録の請求はでんさい上の債権者、債務者以外の利害

関係人がいる場合、その全員の同意を得たうえで行うものとし

ます。 

２. 前項の変更記録を請求する場合には、利用者の代表者は変

更する記録事項について、その変更内容を当社に所定の書面

（変更記録請求書等）で提出するものとします。 

３. でんさい上の利害関係人が債権者と債務者しかいない場

合、「でんさいネット業務規程」に定める変更記録の請求を行

う場合、当社は、利用者が自らを債権者または債務者とするで

んさいの変更記録の請求を次項の方法にて受けるものとしま
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す。 

４. 利用者は、変更記録を行おうとする日の午後３時までに、

当社に対して、「りそなビジネスダイレクト」を利用して、変更記録に必

要な情報（以下、「変更記録情報」といいます。）を提供することにより、

当社に変更記録の請求を行います。 

５. 前項の規定により変更等記録情報の提供を受けた当社は、

遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき、当該でんさいの債

務者または債権者へ当該でんさいの内容について通知（電子メ

ール等）を行います。 

６. 利用者は、当該でんさいの債権者（または債務者）として、

前項の通知を受領した場合は、その通知の確認を行い、承諾す

る場合には（または異議ある場合には）、「でんさいネット業務規程」

に基づき、記録日を含め５銀行営業日以内に、当社を通じ、でんさいネッ

トに対し当該電子記録を承諾する通知（または否認する通知）

をすることができるものとします。なお、前記の期間内に承諾

または否認のいずれの通知も行わなかった場合、否認の意思表

示がなされたものとみなします（みなし否認）。 

７. 第２項および第４項の変更記録の請求に伴い、でんさいネ

ットにて当該変更記録を行った場合（または否認・みなし否認

となった場合）、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基

づき当該でんさいの債権者および債務者へ、当該でんさいの内

容について通知（電子メール等）を行います。また、変更記録

請求の内容が記録の制限に抵触する等の理由により、変更記録

を行うことができなかった場合には、その旨を通知します。 

 

第３３条（保証記録の請求） 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める保証記録の請求を

行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「りそなビジネスダイレクト利用規定」にて定める所定

の時間外の請求 

 

第３４条（保証記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを債権者とするでんさいの保証記録

の請求を受けるものとします。  また、保証記録の請求にあた

り、当該でんさいの債務者の同意は不要です。なお、譲渡記録 

とともに行う保証記録の請求手続については、第 27 条および

第 28 条の規定に従うものとします。 

２. 利用者は、保証記録を行おうとする日の午後３時までに、当

社に対して、「りそなビジネスダイレクト」を利用して、保証記録

に必要な情報（以下、「保証記録情報」といいます。）を提供すること

により、当社に保証記録の請求を行います。なお、保証記録請

求を撤回することはできません。 

３. 前項の規定により保証記録情報の提供を受けた当社は、遅

滞なく、でんさいネットの依頼に基づき、当該でんさいの保証

人へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を行

います。 

４. 利用者は、当該でんさいの保証人として、前項の通知を受

領した場合は、その通知の確認を行い、承諾する場合には（ま

たは異議ある場合には）、「でんさいネット業務規程」に基づき、記録

日を含め５銀行営業日以内に、当社を通じ、でんさいネットに対し当該

電子記録を承諾する通知（または否認する通知）をすることができるも

のとします。なお、前記の期間内に承諾または否認のいずれの通知も行

なわなかった場合、否認の意思表示がなされたものとみなします（みな

し否認）。 

５. 前項の保証記録の請求に伴い、でんさいネットにて当該保

証記録を行った場合（または否認・みなし否認となった場合）、

当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当該でんさ

いの債権者および保証人（または否認の意思判断をした利用

者）へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を

行います。 

 

第６章 融資 

第３９条（融資申し込み） 

１. でんさいの割引および譲渡担保差入の申込（以下、総称

す。 

４. 利用者は、変更記録を行おうとする日の午後３時までに、

当社に対して、「関西みらいビジネスダイレクト」を利用して、変更記録

に必要な情報（以下、「変更記録情報」といいます。）を提供することに

より、当社に変更記録の請求を行います。 

５. 前項の規定により変更等記録情報の提供を受けた当社は、

遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき、当該でんさいの債

務者または債権者へ当該でんさいの内容について通知（電子メ

ール等）を行います。 

６. 利用者は、当該でんさいの債権者（または債務者）として、

前項の通知を受領した場合は、その通知の確認を行い、承諾す

る場合には（または異議ある場合には）、「でんさいネット業務規程」

に基づき、記録日を含め５銀行営業日以内に、当社を通じ、でんさいネッ

トに対し当該電子記録を承諾する通知（または否認する通知）

をすることができるものとします。なお、前記の期間内に承諾

または否認のいずれの通知も行わなかった場合、否認の意思表

示がなされたものとみなします（みなし否認）。 

７. 第２項および第４項の変更記録の請求に伴い、でんさいネ

ットにて当該変更記録を行った場合（または否認・みなし否認

となった場合）、当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基

づき当該でんさいの債権者および債務者へ、当該でんさいの内

容について通知（電子メール等）を行います。また、変更記録

請求の内容が記録の制限に抵触する等の理由により、変更記録

を行うことができなかった場合には、その旨を通知します。 

 

第３３条（保証記録の請求） 

利用者は、当社に対して、次の各号に定める保証記録の請求を

行うことができません。 

（１）「でんさいネット業務規程」にて請求できないこととさ

れている請求 

（２）「関西みらいビジネスダイレクト利用規定」にて定める

所定の時間外の請求 

 

第３４条（保証記録に関する手続） 

１. 当社は、利用者が自らを債権者とするでんさいの保証記録

の請求を受けるものとします。  また、保証記録の請求にあた

り、当該でんさいの債務者の同意は不要です。なお、譲渡記録 

とともに行う保証記録の請求手続については、第 27 条および

第 28 条の規定に従うものとします。 

２. 利用者は、保証記録を行おうとする日の午後３時までに、当

社に対して、「関西みらいビジネスダイレクト」を利用して、保証

記録に必要な情報（以下、「保証記録情報」といいます。）を提供する

ことにより、当社に保証記録の請求を行います。なお、保証記

録請求を撤回することはできません。 

３. 前項の規定により保証記録情報の提供を受けた当社は、遅

滞なく、でんさいネットの依頼に基づき、当該でんさいの保証

人へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を行

います。 

４. 利用者は、当該でんさいの保証人として、前項の通知を受

領した場合は、その通知の確認を行い、承諾する場合には（ま

たは異議ある場合には）、「でんさいネット業務規程」に基づき、記録

日を含め５銀行営業日以内に、当社を通じ、でんさいネットに対し当該

電子記録を承諾する通知（または否認する通知）をすることができるも

のとします。なお、前記の期間内に承諾または否認のいずれの通知も行

なわなかった場合、否認の意思表示がなされたものとみなします（みな

し否認）。 

５. 前項の保証記録の請求に伴い、でんさいネットにて当該保

証記録を行った場合（または否認・みなし否認となった場合）、

当社は、遅滞なく、でんさいネットの依頼に基づき当該でんさ

いの債権者および保証人（または否認の意思判断をした利用

者）へ、当該でんさいの内容について通知（電子メール等）を

行います。 

 

第６章 融資 

第３９条（融資申し込み） 

１. でんさいの割引および譲渡担保差入の申込（以下、総称
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新 旧 

して「融資申込」といいます。） にあたっては、「りそなビジネ

スダイレクト」の融資画面を利用して行うものとし、割引申込

書および担保申込書の提出は不要とします。 

２. 利用者は、当社所定の期間の範囲内で、融資希望日の前銀

行営業日の所定の時間までに融資申込を行うものとします。 

３. 以下の各号に該当するでんさいについては、融資申込の受

付は行わないものとします。 

（１）融資申込希望日から支払期日までの日数が、審査期間を

考慮したうえで、「でんさいネット業務規程」に定める譲渡記

録請求可能日に満たないでんさい 

（２）当社以外の金融機関を窓口金融機関とするでんさい 

（３）強制執行等の記録があり、当社への譲渡ができないでん

さい 

 

第９章 電子記録の記録事項等の開示 

第５５条（開示請求） 

１. 記録事項および提供情報の開示は、利用者自ら「りそなビ

ジネスダイレクト」を利用して、第４条で定めるサービス利用

時間内に開示に必要な情報を提供することにより、行うものと

します。その後、当社は、遅滞なく、でんさいネットの提供情

報に基づいた開示結果を利用者の「りそなビジネスダイレク

ト」の画面上に交付します。 

２. 前項の規定にかかわらず、「でんさいネット業務規程」で定める、

特例開示およびでんさ いに係る記録事項の全部開示（ただし、譲渡

記録は最新の記録のみを開示する）の請求は、当社に所定の書面（特

例開示請求書等）を提出することで受付するものとします。なお、で

んさいネット等より別途資料提出を求められた場合等は、利用者は協

力するものとします。 

３. 利用契約を解約もしくは解除された元利用者（当社を窓口

金融機関としていた者に限ります）は、開示の請求を行う場合、

当社に所定の書面（特例開示請求書等）を提出することで受付

するものとします。 

４. 当社は開示請求の理由を確認せずに請求を受付するた

め、開示請求により、万一、利用者 

（元利用者含む）ならびに当該でんさいの利害関係人等につき

損害、係争等が生じたとしても、当社は一切責任を負いません。 

５. 第２項および第３項の規定によりでんさいネットにて開

示を行った場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの提供情

報に基づいた開示結果を利用者へ書面にて交付します。また、

依頼の都度、当初所定の手数料を支払うこととします。 

 

第１２章 その他 

第７０条（関係規定の適用・準用） 

本規定に定めがない事項については、「でんさいネット業務規程」、

「りそなビジネスダイレクト利用規定」および法、民法その他

関連諸法令を適用または準用するものとします。 

 

 

 

以 上 

して「融資申込」といいます。） にあたっては、「関西みらいビ

ジネスダイレクト」の融資画面を利用して行うものとし、割引

申込書および担保申込書の提出は不要とします。 

２. 利用者は、当社所定の期間の範囲内で、融資希望日の前銀

行営業日の所定の時間までに融資申込を行うものとします。 

３. 以下の各号に該当するでんさいについては、融資申込の受

付は行わないものとします。 

（１）融資申込希望日から支払期日までの日数が、審査期間を

考慮したうえで、「でんさいネット業務規程」に定める譲渡記

録請求可能日に満たないでんさい 

（２）当社以外の金融機関を窓口金融機関とするでんさい 

（３）強制執行等の記録があり、当社への譲渡ができないでん

さい 

 

第９章 電子記録の記録事項等の開示 

第５５条（開示請求） 

１. 記録事項および提供情報の開示は、利用者自ら「関西みら

いビジネスダイレクト」を利用して、第４条で定めるサービス

利用時間内に開示に必要な情報を提供することにより、行うも

のとします。その後、当社は、遅滞なく、でんさいネットの提

供情報に基づいた開示結果を利用者の「関西みらいビジネスダ

イレクト」の画面上に交付します。 

２. 前項の規定にかかわらず、「でんさいネット業務規程」で定める、

特例開示およびでんさ いに係る記録事項の全部開示（ただし、譲渡

記録は最新の記録のみを開示する）の請求は、当社に所定の書面（特

例開示請求書等）を提出することで受付するものとします。なお、で

んさいネット等より別途資料提出を求められた場合等は、利用者は協

力するものとします。 

３. 利用契約を解約もしくは解除された元利用者（当社を窓口

金融機関としていた者に限ります）は、開示の請求を行う場合、

当社に所定の書面（特例開示請求書等）を提出することで受付

するものとします。 

４. 当社は開示請求の理由を確認せずに請求を受付するた

め、開示請求により、万一、利用者 

（元利用者含む）ならびに当該でんさいの利害関係人等につき

損害、係争等が生じたとしても、当社は一切責任を負いません。 

５. 第２項および第３項の規定によりでんさいネットにて開

示を行った場合、当社は、遅滞なく、でんさいネットの提供情

報に基づいた開示結果を利用者へ書面にて交付します。また、

依頼の都度、当初所定の手数料を支払うこととします。 

 

第１２章 その他 

第７０条（関係規定の適用・準用） 

本規定に定めがない事項については、「でんさいネット業務規程」、

「関西みらいビジネスダイレクト利用規定」および法、民法そ

の他関連諸法令を適用または準用するものとします。 

 

 

 

以 上 

 


